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資料：農林水産省「畜産物流通統計」 

牛肉の需給動向 

資料：農林水産省「食料需給表」 注：29年度は概算値。 

NZ産 
〔76%〕 

豪州産 
〔107%〕 

米国産 
〔111%〕 

国産 
〔102%〕 

（千トン） 

計 1,103 
（輸入計 738） 

15年12月 
米国でＢＳＥ発生 

米国産牛肉輸入停止 
17年12月 

米国産牛肉 
輸入再開 

※〔 〕は対前年度比 

年度 

資料：農林水産省「畜産物流通統計」｢食料需給表｣ 財務省「貿易統計」 （独）農畜産業振興機構「食肉の保管状況調査」 

注：推定出回り量＝生産量+輸入量+前年度在庫量－当年度在庫量－輸出量 
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 ・ 牛肉の消費量（推定出回り量）は、我が国や米国でのＢＳＥの発生により、大幅に減少した後、回復基調で推移。 
最近は、米国及び豪州における干ばつの影響を受けて、２６年度から２７年度にかけて、輸入量が減少し、需給が引き締まって推移。
その後、米国及び豪州の牛肉生産が回復傾向となり、牛肉需要の一層の高まりを背景に輸入量が増加したこと等から、２９年度の
消費量は９０万トンと、米国でのＢＳＥ発生前の１５年度と同程度まで回復。 

 ・ 国内生産量は近年、主に和牛の生産量減少を背景に減少傾向で推移していたが、２９年度はわずかに回復し、３３万トンとなった。 
 ・ 牛肉の自給率（重量ベース）は、近年４０％前後で推移。 

牛肉需給（部分肉ベース）の推移 

米国干ばつ 
（23～26) 

豪州干ばつ 
（25～26) 

902 
(572) 

牛肉の自給率の推移 

96 

95 
90 

81 
72 72 

51 

39 
34 

43 42 40 42 41 42 40 38 36

84 61

43

30 28

15 11 9 12 11 10 11 11 12 12 11 10

0

20

40

60

80

100

S35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17 22 23 24 25 26 27 28 29

自給率（重量ベース）

自給率（カロリーベース）

（％）

年度



出典：USDA  “Livestock and Poultry: World Markets and Trade” “Long-term Projections 2015.2”（部分肉ベースに換算） 
     財務省「貿易統計」 
 ※ 本資料中の「アジア」は、2004年は日本、韓国、フィリピン、台湾、香港の計。2014年と2024年は、日本、韓国、台湾、フィリピン、中国、香港、その他アジアの計。 
   （ＵＳＤＡ資料中の主要輸入国として明示されているアジアの国・地域を合算） 
   「中国」は、ＵＳＤＡ資料中の中国、香港の計。 
   「世界」は、ＵＳＤＡ資料中の主要牛肉輸入国の輸入量の合計。 
   「日本」は、貿易統計の数値（年度ベース）。なお、「日本」の2024年見通しは、2014年の輸入実績を据え置いたもの。 

2004年  

2024年見通し 

+158% 

（中国） 

（中国） 

（アジア） 

+56% 

（日本） 

52万トン 
（日本） 

（日本） 

 （ 0% ） 

+16% 

（アジア） （世界） 

（世界） 

（世界） 

45万トン 83万トン 

214万トン 78万トン 

（ 52万トン） 151万トン 707万トン 

508万トン 

342万トン 

334万トン 

+49% 

+39% 

+94% 

2014年  
（アジア） 

（輸入） 

1万トン 

（中国） 

+680% 

・ 2004年の世界の牛肉輸入は342万トン、うちアジア地域が83万トン、日本が45万トン。 
・ この10年間で、中国の牛肉輸入は78倍、アジアは2.7倍に急増し、2014年では我が国と中国で世界の輸入の３割を占める

状況。（この間、我が国の輸入量は50万トン程度で横ばい）。 
・ このように、我が国以外の牛肉需要が急激に伸び、関係者からは、いつまでも我が国が思うままに牛肉を輸入出来る環境

になく、買い負けがおきるという声。このため、国内生産をしっかりと振興することが重要。 
・ 2024年の世界の牛肉輸入量は707万トン（2014年と比べて+39％）、うち中国が151万トンとの見通し。 

世界とアジア地域の牛肉の輸入状況 
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資料：農林水産省「畜産物流通統計」
注：（ ）内は対前年同月比

〔30年7月〕

2,486円(+ 1.3％）

1,525円（+ 1.7％）
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〔27年12月〕
1,779円

〔27年11月〕
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年度

 ・ 牛枝肉卸売価格は、景気の低迷等を背景として、１９年度第４四半期以降、特に価格の高い去勢和牛の枝肉価格が低下。 
 ・ ２３年度後半からは上昇に転じ､生産量の減少等を背景に２７年度には過去最高水準まで高騰｡２８年度も高水準で推移したものの、

価格高騰の反動等により、年度後半頃から低下傾向で推移した｡ 

牛枝肉卸売価格（中央１０市場）の推移 
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最近の東京市場における牛枝肉卸売価格（和牛去勢全規格平均）の推移 
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 ・ ２３年度の牛枝肉卸売価格は、東日本大震災による消費の減退や暫定規制値を超える放射性物質検出の影響から、出荷制限４県
を中心に価格が低下したが、２３年度後半からは回復傾向で推移し、２５年度以降は震災以前の価格を上回って推移。 

  ・ ただし、福島県産については、なお全国平均よりも低い水準。 
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（年度）

保証基準価格

合理化目標価格

品 種 区 分
26年度

第1四半期

26年度
第2四半期

26年度
第3-4

四半期

27年度
第1-4

四半期

28年度
第1-4

四半期

29年度
第1四半期

29年度
第2四半期

29年度
第3四半期

29年度
第4四半期

30年度
第1四半期

補 給 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支援交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補 給 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支援交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補 給 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支援交付金 0 29,400 0 0 0 0 53,600 46,300 36,000 0

乳 用 種 補 給 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交 雑 種 補 給 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

黒 毛 和 種

褐 毛 和 種

そ の 他 の
肉 専 用 種

肉用子牛価格の推移 

平成26～30年度補填金単価（単位：円／頭） 

交雑種  

乳用種  

 ・ 肥育もと牛となる肉用子牛の取引価格は、各品種とも平成１３年度の国内ＢＳＥの発生等の影響により大きく下落したが、その後、
回復傾向で推移。 

 ・  平成１９年度以降は、枝肉価格の低下に伴い低下したが、繁殖雌牛の減少により子牛の分娩頭数が減少したことに加え、枝肉価
格が上昇したことから、２４年度以降は肉用子牛価格も上昇し、一時、過去最高水準に達したが、最近は、枝肉価格の低下に伴い
低下傾向となっているものの、依然として高水準で推移。 

※「補給金」は肉用子牛生産者補給金単価、「支援交付金」は肉用牛繁殖経営支援事業の交付金単価 

黒毛和種 
30年度 

第１四半期 

７，６５２ 30年度 
第１四半期 

２，４６１ 

30年度 
第１四半期 

３，９２４ 
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肉用牛飼養戸数・頭数の推移 

・ 飼養戸数は、小規模層を中心に減少傾向で推移。 
・ 飼養頭数は、22年以降減少傾向で推移していたが、29年から2年連続で増加。 

・ 一戸当たり飼養頭数は増加傾向で推移しており、大規模化が進展。  

・ 繁殖雌牛の飼養頭数は、22年をピークに減少していたが、28年から3年連続で増加。 

   区    分   ／ 　  年 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

 戸 数（千戸） 77.3 74.4 69.6 65.2 61.3 57.5 54.4 51.9 50.1 48.3

(対前年増減率)(％) (▲3.9) (▲3.8) (▲6.5) (▲6.3) (▲6.0) (▲6.2) (▲5.4) (▲4.6)(▲3.5)(▲3.6)

  肉 用 牛  頭 数（千頭） 2,923 2,892 2,763 2,723 2,642 2,567 2,489 2,479 2,499 2,514
(対前年増減率)(％) (　1.1) (▲1.1) (▲4.5) (▲1.4) (▲3.0) (▲2.8) (▲3.0) (▲0.4) (  0.8) (0.6)

１戸当たり(頭) 37.8 38.9 39.7 41.8 43.1 44.6 45.8 47.8 49.9 52.0

 うち  戸 数（千戸） 66.6 63.9 59.1 56.1 53.0 50.0 47.2 44.3 43.0 41.8

 繁殖雌牛  頭 数（千頭） 682 684 668 642 618 595 580 589 597 610

１戸当たり(頭) 10.2 10.7 11.3 11.4 11.7 11.9 12.3 13.3 13.9 14.6

 うち  戸 数（千戸） 16.8 15.9 15.2 14.3 13.5 13.1 11.6 11.7 11.3 10.8

 肥 育 牛  頭 数（千頭） 1,842 1,812 1,718 1,702 1,663 1,623 1,568 1,557 1,557 1,550

１戸当たり(頭) 109.6 114.0 113.0 119.0 123.2 123.9 135.2 133.1 137.8 143.5

　

肉用牛

6 

資料：農林水産省「畜産統計」（各年2月1日現在） 30年は速報値。 
注１ ：繁殖雌牛と肥育牛を重複して飼養している場合もあることから、両者の飼養戸数は肉用牛飼養戸数とは一致しない。 
  ２ ：肥育牛は、肉用種の肥育用牛と、乳用種の和としている。  
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繁殖仕向雌 肥育仕向雌 肥育仕向雄 雌牛の繁殖仕向割合 

★めぐじ21ペー
ジ 

雌牛の繁殖仕向け頭数・割合が増加傾向 

・ 肉用牛繁殖雌牛の頭数は、22年の68万４千頭をピークに27年には58万頭まで減少（▲約10万頭）したが、各般の生産基盤

強化対策の実施により、28年から増加に転じ、30年は61万頭。 

・ 肉専用種雌のうち繁殖に仕向けられる頭数割合は、平成25年度を底に増加傾向で推移しており、直近では38％まで増加。 

資料：農林水産省「畜産統計」、農畜産業振興機構「肉用子牛取引状況」 

注 ：繁殖雌牛頭数は、各年2月1日時点の数値。 

子牛価格は、黒毛和種（雄、雌）の年度平均価格。 

繁殖雌牛頭数及び子牛価格の推移 肉専用種雌の繁殖仕向頭数・割合の推移（推計） 

肉用牛繁殖雌牛の動向 

注１：肥育仕向頭数は、牛マルキンで17月齢時点で肥育牛に登録された頭数 
注２：繁殖仕向雌頭数は、雄：雌の出生割合が51:49として肥育仕向頭数から同時期の雌頭数を推計し、 
   これから肥育仕向雌頭数を引いたもの 
注３：雌繁殖仕向割合は、繁殖仕向雌頭数を肥育仕向雌頭数と繁殖仕向雌頭数の合計で除したもの 7 

491 

386 
361 

390 399 
420 

503 

571 

688 

815 
768 

636  

667  

682  684  

668  

642  

618  

595  

580  
589  

597  

610  

300

400

500

600

700

800

900

570

590

610

630

650

670

690

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（千円/頭） （千頭） 
子牛価格 

繁殖雌牛頭数 



・ 畜産クラスター事業により、子牛の育成部門を外部化して増頭を可能とするためのCBS（キャトルブリーディングステーショ
ン）やCS（キャトルステーション）の整備等を支援。 

・ 優良な繁殖雌牛の増頭や乳用牛への和牛受精卵移植技術を活用した和子牛の生産拡大等の取組を支援。 

肉用牛生産基盤の強化に向けた取組 

○ 労働負担が軽減され、増築することなく繁殖牛の増頭が可能 

○ 集中管理による地域分娩回転率の向上 

○ 地域内一貫体制の確立 

○ 繁殖障害牛の有効活用 

CBS 
子牛300頭、繁殖牛200頭規模 

○集中管理による 

 効率化 
 

○早期離乳、 

 分娩間隔の短縮 
 

○事故率低減、 

  育成成績の向上 

繁殖技術のノ
ウハウのない
肥育農家の
経営上のリス
クを低減 

もと牛安定確保に
よる、一貫経営へ
の円滑な移行・規
模拡大支援 

畜舎を増築する
ことなく、預託中
の空きスペース
を活用して増頭 

繁殖基盤 

の強化 

農家で分娩後、子牛と
セットでCBSへ預託 

母牛はCBSで種付け、 

妊娠確認後、農家へ返
す 

肥育用もと牛 

地域内一貫体制 

の確立 
肉用牛
繁殖 
経営 

肉用牛
肥育 
経営 

繁殖雌牛
に種付け 

子牛を育成 

取組の効果 

○ 中核的担い手（10頭以上）の育成 
 繁殖雌牛を増頭する場合、増頭実績に応じて奨励金を交付  
 〔奨励金〕８万円／頭、（能力の高い牛）10万円／頭 
○ 遺伝的多様性に配慮した繁殖雌牛の導入 
 農協等が繁殖雌牛を農家に貸付を行う取組に奨励金を交付  
 〔奨励金〕６万円／頭、（希少系統）９万円／頭 

和子牛の増産を進めるため 
① 和牛受精卵等の生産拠点における機器整備 
② 受精卵移植技術を高位平準化するための実技研修

会等の開催 

ＣＢＳを活用した生産基盤強化の事例 優良な繁殖雌牛の導入支援 

和牛受精卵を活用した和子牛の生産 

8 



機械装置 発情発見装置 分娩監視装置 哺乳ロボット 

導入前 
発情監視に毎日一定時間の監視が必要（夜
間の見落とし等で受胎率に影響） 

分娩が近い牛について、事故がないように24
時間体制で監視 

子牛１頭毎に１日２回以上哺乳するための
労力と時間が必要 

導入後 

発情が自動的にパソコンやスマホに通知さ
れるため、監視業務が軽減し、受胎率向上
が期待 
Ex：導入後、分娩間隔349日まで短縮 
   （全国平均405日） 

分娩が始まると自動的に連絡が来るため、長
時間の監視業務が軽減 
Ex；導入後、分娩事故率が大幅に減少   
  （2.2％→0.3％） 
 

子牛が欲しい時に自動的に哺乳されるため、
省力化とともに、子牛の発育向上に効果 
Ex：導入後、子牛の哺乳に係る労働時 
   間が80％低減。 

ＩＣＴやロボット技術の活用等による繁殖経営の生産性の向上、省力化の推進 

・ 肉用牛生産基盤の強化を図る上で、繁殖雌牛の分娩間隔の短縮や子牛の事故率低減、労働負担の軽減を図ることが重要。 

・ このため、ＩＣＴ等の新技術を活用した発情発見装置や分娩監視装置、哺乳ロボット等の機械装置の導入を支援し、繁殖経営におけ

る生産性の向上と省力化を推進。 

発情発見装置 分娩監視装置 哺乳ロボット 

9 



生

産

者
補

給

金

×10／10 保証基準価格

合理化目標価格

肉用子牛の平均売買価格

生

産

者
補

給

金

×10／10

×9／10

国（(独)農畜産業振興機構)

から交付される生産者補給
交付金を財源

指定協会にあらかじめ積み立

てた生産者積立金を財源

家族労働費

の８割

経営費

発動基準 子牛価格低下時
 子牛価格低下時


（保証基準価格を下回る場合）

生産者
補給金

肉用子牛

平均売買
価格

発動基準

保証基準

差額の

３／４を
補填 交付金

交付金

肉用子牛対策の概要 

○ 1頭当りの生産者積立金 
  ・黒毛和種 ：1,200円/頭(うち生産者負担金300円/頭) 
  ・乳用種      ：6,400円/頭(うち生産者負担金1,600円/頭) 
  ・交雑種   ：2,400円/頭(うち生産者負担金600円/頭) 

○負担割合  国：１／２、県：１／４、生産者： １／４ 
           

４６万円／頭（黒毛） 

３４万１千円／頭（黒毛） 

肉用子牛生産者補給金制度 
                       30年度所要額：１９９億円 

肉用子牛の平均売買価格（四半期ごとに算定）が保証基
準価格を下回った場合に生産者補給金を交付 

肉用牛繁殖経営支援事業 
                         30年度所要額：１７６億円 

 肉用子牛の平均売買価格（四半期ごとに算定）が発動基 

 準を下回った場合に差額の３／４を交付 

発動基準（30年度） 

 ①黒毛和種、②褐毛和種、③その他の肉専用種 

  【４６万円】  【４２万円】  【３０万円】 
 ※補給金制度の契約肉用子牛が対象 

 ※発動基準は、出荷日齢を早める合理化の取組を促進することを旨として算定 

  ・ 肉用子牛生産の安定を図るため、子牛価格が保証基準価格を下回った場合に生産者補給金を交付（肉用子牛生産者補給金制度） 

 ・ また補給金制度を補完するため、肉専用種の子牛価格が発動基準を下回った場合に差額の3/4を交付（肉用牛繁殖経営支援事業） 

保証基準価格及び合理化目標価格（30年度） 

  

 

 

 

 

 

 

黒毛和種 褐毛和種 
その他の
肉専用種 

乳用種 交雑種 

保  証 
基準価格 ３４１ ３１１ ２２２ １４１ ２１６ 

合理化 
目標価格 ２８４ ２６１ １５１ ９８ １５８ 

（単位：千円/頭） 
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(注) (   )は概算払。確定値と概算払の差額を四半期の最終月の補塡金交付の際に精算払として交付。  

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）の概要 

・ 肉用牛肥育経営の安定を図るため､粗収益が生産コストを下回った場合に､生産者と国の積立金から差額の一部を補塡金として交付。 

・ 肉専用種については、岩手県（日本短角種、日本短角種以外）、島根県、広島県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

及び沖縄県で地域算定を実施。 

                                                                     
平成28～30年度補塡金単価（単位：円／頭） 

生
産
コ
ス
ト
〔消
費
税
抜
き
〕 

補塡金 

差額の 

９割を補塡 

も
と
畜
費 

物財費等 
(もと畜費を
除く） 

地域算定においては、 

県別のデータを採用 
※ 

粗
収
益
（枝
肉
価
格
） 

家族 
労働費 

(注１)生産コストには物財
費等及び労働費に加
え、28市場が公表して
いる「と畜経費」を算入 

〔消
費
税
抜
き
〕 

《事業内容》 

①積立割合：生産者：国＝１：３ 

②補塡金金：１頭当たりの粗収益と生産コストの差額分の９割 

        （平成30年度単年度の措置として補塡率８割→９割）  

③対象品種：肉専用種、交雑種、乳用種（３区分） 

④対象者者：肥育牛生産者 
 

          《30年度》 
１頭当たりの積立金    (うち生産者積立金)   

肉専用種    20千円/頭    （ 5千円/頭） 
交雑種       52千円/頭    （13千円/頭） 
乳用種       44千円/頭    （11千円/頭） 

 
  《30年度所要額》   ９７７億円 

※ 地域算定実施県は別途設定 

《29年度》 
 

 
24千円（ 6千円） 
76千円（19千円） 
88千円（22千円） 

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）の概要 
肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）の概要 

日本短角
種

日本短角
種以外

4月 － 13,100 － － － － － － － － － － －

5月 － － － － － － － － － － － － －

6月 － － － － － － － － － － － － －

7月 － － － － － － － － － － － － 17,800

8月 － － － － － － － － － － － － 26,800

9月 － － － － － － － － － － － － 47,000

10月 － － － － － － － － － － － － 45,300

11月 － － － － － － － － － － － 6,200 51,500

12月 － － － － － － － － － － － － 61,100

1月 － 23,300 － － － － － － － － － － 72,100

2月 － 17,600 － － － － － － － － － 30,700 75,200

3月 － 13,800 － － － － － － － － － 39,000 70,700

4月 － － － － － － － － － － － 10,800 55,200

5月 － 11,400 － － － － － － － － － 48,300 39,900

6月 － 12,100 － － － － － － － － － 56,600 39,400

7月 － － － － － － 6,300 12,300 － － － 64,400 39,900

8月 － － － 8,600 22,400 33,200 42,800 19,600 － 17,300 － 81,000 45,900

9月 － － 8,300 47,000 24,500 25,900 34,400 63,300 － 6,700 － 73,500 39,200

10月 － － 51,700 66,100 64,600 89,200 20,900 40,100 10,200 55,700 13,500 72,700 35,300

11月 － － 9,000 9,200 － 9,900 － 32,100 7,900 4,800 － 60,000 23,500

12月 － － － － － － － － － － － 30,000 21,200

1月 1,900 － 21,400 46,500 22,000 12,000 28,500 76,100 － － － 50,100 29,000

2月 － － 16,700 41,200 － 31,300 31,700 103,100 － 39,800 － 72,300 31,700

3月 － － 21,300 32,400 37,100 36,300 52,800 121,200 － 27,000 － 84,600 28,500

4月 － － 63,700 65,900 37,000 27,200 － 42,600 60,500 59,900 16,700 26,800 － 60,800 38,000

5月 20,500 － 80,500 114,800 22,900 103,800 56,800 60,800 67,300 106,300 9,300 53,400 － 54,300 23,500

6月 28,300 － 81,100 140,600 69,200 110,700 67,900 83,700 55,000 113,000 － 75,100 11,400 75,000 21,900

7月 (3,500 ) － (67,900 ) (90,600 ) (40,300 ) (106,100 ) (38,000 ) (56,400 ) (76,200 ) (133,400 ) (14,100 ) (65,700 ) (24,600 ) (67,600 ) (22,600 )

岩手
乳用種交雑種

沖縄鹿児島宮崎大分熊本長崎佐賀福岡広島島根全 国

28

肉専用種

年
度

30

月

29
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【飼料関係】 



アルゼンチン 
こうりゃん（56%） 

オーストラリア 
 大麦（88%） 
 小麦（31%） 

我が国の飼料穀物輸入量 

注：その他とは、えん麦、ライ麦である。 

（万トン） 

世界のとうもろこしの輸出状況 

米国 
とうもろこし（71%） 
小麦（45%） 
こうりゃん（44%） 

ブラジル 
とうもろこし（24%）  

米国産とうもろこしの需給 （百万トン） 

（百万トン） 

  H27年度 H28年度 
H29年度 
（確報値） 

とうもろこし 1,040  1,002  1,062 
こうりゃん 61  43  37  
小麦 33  35  40  
大麦 89  97  97  
その他 4  5  6  
合計 1,228  1,182  1,242  

○ 飼料穀物の輸入量は、近年約12百万トン程度で推移。主な輸入先国は、米国、ブラジル、オーストラリア、アルゼンチンなど。 

○ 飼料穀物のほとんどは輸入に依存しており、特に、とうもろこしの使用割合が高いことから米国・ブラジルに大きく依存。 

我が国のとうもろこしの主な輸入先とシェア 

資料：財務省「貿易統計」、USDA 「World Agricultural Supply and Demand Estimates (August 10, 2018) 」 、 （公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」 
注：括弧内の%はH29年４月からH30年３月までの輸入量の各穀物の国別シェア。 

H23年度 H28年度
H29年度
（確報値）

米国 86% 82% 71%
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 6% 13% 24%

米国産とうもろこしの需給表
の更新（価格班） 

世界のとうもろこしの輸出状況の更新 

（価格班） 

※貿易統計データ（輸入量）は
確報値（速報値から数値の
変更はなし） 

最近の飼料穀物の輸入状況 

12 

［計2,390万㌧］ 

※デンプン質が多 
 く使いやすいとう 
 もろこしが約5割  
 を占める。 

上段：使用数量(万トン) 
下段：割合(％) 

配合・混合飼料の原料使用量（平成29年度）(確定値) 

とうもろこし 
1,126  
47% 

こうりゃん 
51  
2% 

その他穀類 
260  
11% 

大豆油かす 
296  
12% 

その他油かす 
131 
5% 

糟糠類 
282  
12% 

動物性飼料 
73  
3% 

豆類 
11  
0% 

その他 
160  
7% 

H28/29 H29/30
(見込)

H30/31
(予測)

384.8 371.0 370.5

1.4 1.0 1.3

313.8 317.8 320.8

飼料用 138.9 138.4 140.3

エタノール用 138.0 142.2 142.9

その他 36.9 37.2 37.6

輸出量 58.3 61.0 59.7

期末在庫量 58.2 51.5 42.8

期末在庫率(%) 15.6 13.6 11.2

生産量

輸入量

国内需要量

H30/31
（予測）

輸出量 （割合）

①米国 59.7 (37%)

②ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 29.0 (18%)

③ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 27.0 (17%)

世界計 159.6 (100%)

配合・混合飼料の原料使用量
の更新（需給１班） 



配合飼料価格に影響を与える要因の動向 

＜とうもろこしのシカゴ相場の推移（期近物）＞ 

＜為替相場の推移＞ ＜大豆油かすのシカゴ相場の推移（期近物）＞ 

＜海上運賃の推移（ガルフ～日本）＞ 

注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。 

注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。 

※１ブッシェル=25.4kg 

※１ショートトン=907.2kg 13 

注：８月の値は８月第４週までの月平均値である。 

注：日々の中心値の月平均である。 

・ とうもろこしの国際価格（シカゴ相場）は、平成25年７月以降米国での豊作等により安定的に推移。30年１月以降、南米での乾燥型の天候による作柄悪化

懸念等から強含みで推移し、一時的に400ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ程度まで値を上げたが、米国での生育が良好なことや単収が過去最高となり、豊作が見込まれるこ

と等を受けて弱含みで推移（30年８月31日現在351ｾﾝﾄ／ﾌﾞｯｼｪﾙ）。 

・ 大豆油かすは、29年８月に、天候及び単収予測の改善等から、300ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ前後に値を下げた。中国の大豆需要の増加や南米での作柄悪化懸念等から

400ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ程度まで値を上げたが、直近では、ブラジルでの収穫の進展及び米国での作付面積が過去最大であった昨年をわずかに下回る程度となった

ほか、米中の貿易摩擦の懸念の影響等から弱含んでいる（30年８月31日現在304ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ）。 

・ 海上運賃（フレート）は、直近では、原油価格の上昇や船腹需要の増加から50ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ近くまで上昇。 

・ 為替相場は、米国の長期金利上昇等により円安となった後、29年以降は110円程度で推移。 
コメントの更新 

右４つのグラフを
差し替え 



○ 発動条件等 

異常補塡基金 
 

（公社）配合飼料供給安定機構 

通常補塡基金 
 
（一社）全国配合飼料供給安定基金 
    （全農系） 
（一社）全国畜産配合飼料価格安定基金 
   （専門農協系） 
（一社）全日本配合飼料価格畜産安定 
   基金 （商系） 

畜産経営者 

積立金1/2 

積立金1/2 

積立金 
1,200円/ｔ 

積立金 
600円/t 

通常補塡金 

異常補塡金 

国 

配合飼料 

メーカー 

異常補塡金 

○ 制度の仕組み 

 ○ 配合飼料価格安定制度は、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響を緩和するため、 
    ①  民間（生産者と配合飼料メーカー）の積立による「通常補塡」と、 
    ②  異常な価格高騰時に通常補塡を補完する「異常補塡」（国と配合飼料メーカーが積立）の 
   二段階の仕組みにより、生産者に対して、補塡を実施。 

 ○ 平成25年12月に制度を見直し、通常補塡の発動指標を配合飼料価格（メーカー建値）から輸入原料価格へ変更。 

 ○ 通常補塡基金のALICからの借入金残高は約517億円（20年度の約1,192億円の借入金のうち28年度末時点での累計返済額は約
675億円）。 

 ○ 30年度第１四半期（４～６月）に通常補塡が発動（補塡限度額は300円／トン）。 

異常補塡基金 

   国とメーカーが 

1/2ずつ拠出 

・ 輸入原料価格が直前１か年の平均と比べ 

 115％を超えた場合 

 

 

 

通常補塡基金 

生産者（600円/t)と 

飼料メーカー（1,200円/ｔ） 

が拠出 

・ 輸入原料価格が直前１か年の平均を 

 上回った場合 

 

 

 

 

基金残高 

（平成30年度当初に対応可能な額） 

  約1,093億円（見込み） 
  （異常補塡基金と合わせ約１,813億円） 

基金残高 

（平成30年度当初に対応可能な額） 

約720億円（見込み） 
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配合飼料価格安定制度の概要 



4,553 

5,550 

7,800 
8,983 

4,002 

5,252 

3,250 

3,734 
3,835 

2,100 
450 

5,450 
3,524 

3,738 

2,400 

700 800800
950

1,700

400 300

3,097 

1,517 

3,398 
2,398 

966 865 776 

2,062 

29,954 

29,643 

32,470 

36,112 

41,040 41,392 

27,910 

23,894 

24,863 

24,242 

24,679 

25,196 

23,861 

22,495 

26,421 

29,061 

30,015 
28,806 

27,046 

27,611 

27,633 

30,307 

33,964 

36,441 36,481 

33,944 

32,155 32,571 

33,968 

33,979 

34,011 
33,252 

31,601 
30,341 

30,678 

26,303 

25,072 

26,035 

27,413 

27,680 
26,840 

26,427 

26,463 

27,157

資料 ：財務省「貿易統計」、（公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」 

注１：輸入原料価格は、とうもろこし、こうりゃん、大豆油かす、大麦、小麦の５原料の平均価格。平成28年第３四半期までは、ふすまを含む６原料の平均価格。 
注２：数値は速報値。  

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

平均輸入原料価格 
（27,157円/ﾄﾝ） 

（平成30年4－6月期） 

基準輸入原料価格 
（26,839円/ﾄﾝ） 

（直前１年間：平成29年4月～30年3月） 

折れ線：輸入原料価格 

     ： 通常補塡 

     ： 異常補塡 
単位：円／トン    

グラフの更新 

基準輸入原料価格の更新 

平成29年1月～12月 

⇒平成29年4月～30年3月 

平均輸入原料価格の更新 

平成30年1月～3月 

⇒平成30年4月～6月 

輸入原料価格の推移と配合飼料価格安定制度の補塡の実施状況 
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・ 配合飼料価格の上昇時には、通常補塡、異常補塡の２つの基金から補塡を実施し、畜産経営に及ぼす影響を緩和。 
・ 30年度第１四半期（４～６月）は、平均輸入原料価格が直前１年間の平均輸入原料価格（基準輸入原料価格）を上回ったことから、通常補塡が
発動（補塡限度額は300円／トン）。 



農業競争力強化支援法に基づく良質かつ低廉な配合飼料の供給に向けた取組 

・ 平成29年８月に施行された農業競争力強化支援法では、農業者が自らの努力のみでは対応できない「良質かつ低廉な
農業資材の供給」等を図るため、配合飼料製造業を含む農業資材事業について、国が講ずべき施策（①事業環境の整備 

  （銘柄集約の取組の促進等）、②事業再編の促進及び国の支援措置、③農業資材の取引条件等の「見える化」）等を規定し、
取組を推進。 

 
• 農業者が農業資材の価格やサービスを比較できるソフト

バンク・テクノロジー（株）のウェブサイト「AGMIRU（アグミ
ル）」が運用開始（平成29年６月）。 

 
 

「見える化」に関する取組 事業再編の例 

 
• ＪＡ全農は、製造数量が月間10トン以下の小ロット銘柄（約

500銘柄：平成28年４－６月期）について、141銘柄を削減
（平成29年10－12月期）。 

銘柄集約の取組例 

【鹿島工場】 
・船橋工場からの設備移設、製品出荷施設の
再整備 

【船橋工場】 
・施設の撤去、設備の移設 

【清水工場】 
・製品出荷施設の再整備 

製造の集約・機能強化 
→生産効率化 

製品出荷体制 
の機能強化 
→生産・ 販売の

効率化 
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 これらの取組を通じて、製造費等を低減することにより、
品質を維持しつつ販売価格を抑え、顧客畜産農家のコスト
削減に寄与。 

【支援措置】税制特例 
（欠損金の繰戻還付） 

清水港飼料（株）の事業再編の概要 

 （平成29年10月 計画認定） 



(H23.10) 
76.8  

(H27.6) 
123.8  (H30.7) 

111.4 

70.00

90.00

110.00

130.00

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（円／ドル） 

(H30.8) 
111.1 

輸入粗飼料の輸入・価格動向 

出典：財務省「貿易統計」 

注：ペレット・ミール・キューブは除く。 

・ 粗飼料の輸入量は、年間180万～200万トン程度で推移。また、輸入先については、米国が７割、豪州が２割、カナダが１割弱と輸

入量のほとんどを３カ国で占めている。 

・ 乾牧草の輸入価格（通関価格）は、主な輸入先国である米国における在庫状況や、平成27年６月以降、為替が円高傾向で推移し

たことから、下落傾向で推移した。29年春以降、韓国における米国産乾牧草の輸入増加等から、強含みで推移。その後、円高の影

響等から弱含みで推移していたが、直近では、円安の影響等から下げ止まり傾向（30年７月39.0円/kg（前月比＋0.6円/kg））。 

出典：日銀為替相場 東京市場 ドル・円スポット 中心相場/月中平均 

乾牧草の国別輸入量の推移 乾牧草の輸入価格（通関価格） 

為替相場の推移 

上段：輸入量（千トン）下段：輸入シェア（％） 

年 度 米国 豪州 カナダ その他 合計 

H21 
1,418  
(70.6) 

427  
(21.3) 

152  
(7.6) 

11  
(0.6) 

2,008  
  

H22 
1,479  
(73.1) 

421  
(20.8) 

111  
(5.5) 

12  
(0.6) 

2,023  
  

H23 
1,498  
(75.6) 

358  
(18.1) 

109  
(5.5) 

16  
(0.8) 

1,981 
  

H24 
1,635  
(75.2) 

353  
(16.3) 

169  
(7.8) 

16  
(0.7) 

2,175 
  

H25 
1,441  
(73.7) 

363  
(18.6) 

133  
(6.8) 

18  
(0.9) 

1,955 
  

H26 
1,319  
(72.2) 

369  
(20.2) 

128  
(7.0) 

11  
(0.6) 

1,827 
  

H27 
1,318  
(71.9) 

380  
(20.7) 

108  
(5.9) 

28  
(1.5) 

1,834 
  

H28 
1,364 
(73.1) 

367 
(19.6) 

106  
(5.7) 

29  
(1.6) 

1,866  
  

H29 
1,362    
(70.3) 

400       
(20.6) 

142         
(7.3) 

34        
(1.8) 

1,938  

H30 
（4月～7月） 

469    
(67.8) 

155       
(22.4) 

55         
(7.9) 

13        
(1.9) 

692  
 

出典：財務省「貿易統計」、ラウンドの関係で計が一致しない場合がある。 
注：ペレット・ミール・キューブは除く。 17 

乾牧草の国別輸入量の
推移表の更新 

コメントの更新 

乾牧草の輸入価格（通関
価格）グラフの更新 

(H21.10) 
28.1  

(H27.5) 
46.3  

(H30.7) 
39.0 

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（円/kg） 



飼料自給率の現状と目標 

輸入８７％ 
 

 

国産１３％ 

輸入８０％ 
 

国産２０％ 

濃厚飼料 （２９年度概算）  （３７年度目標） 

飼料全体 ２６％ ４０％ 

粗飼料 

○乾草 
○サイレージ 
  牧草、青刈りとうも

ろこし、稲発酵粗飼
料（稲WCS） 

○放牧利用 
○稲わら 
○野草（林間地等） 

国産 

１００％ 

輸入２２％ 

国産 

７８％ 

（２９年度概算） （３７年度目標） 

（２９年度概算） （３７年度目標） 

○穀類 
（とうもろこし、飼料用米等） 

○エコフィード 
（パンくず、豆腐粕等） 

○糠・粕類 
（フスマ、ビートパルプ、 

 大豆油粕、菜種油粕等） 

○その他 
（動物性飼料、油脂等） 

  

・ 29年度（概算）の飼料自給率（全体）は26％。このうち、粗飼料自給率は78％、濃厚飼料自給率は13％。 
・ 農林水産省では、飼料自給率について、粗飼料においては水田での稲WCSや畑地での飼料作物の作付拡大等を中心に、濃厚飼料

においてはエコフィードの利用や飼料用米作付の拡大等により向上を図り、飼料全体で40％（37年度）を目標としている。 

近年の飼料自給率の推移 飼料自給率の現状と目標 
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       年度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 
H２９ 

（概算） 

全     体 26% 25% 25% 26% 26% 26% 27% 28% 27% 26% 

粗  飼  料 79% 78% 78% 77% 76% 77% 78% 79% 78% 78% 

濃 厚 飼 料 11% 11% 11% 12% 12% 12% 14% 14% 14% 13% 

・H19を削除 

・飼料自給率更新 飼料自給率更新 

・ 飼料自給率（全体）は、29年度において、粗飼料自給
率は前年度同であったものの、濃厚飼料自給率は低下し
たため、前年度比１ポイント減の26％となった。 

・ 粗飼料自給率は、29年度において、飼料作物の単収が
前年度の水準を上回り、国産の供給量が増大したもの
の、輸入量も増加したため、前年度同の78％となった。 

・ 濃厚飼料自給率は、29年度において、飼料用米やエコ
フィードの生産利用は横ばいで推移したが、家畜の飼養
頭羽数の増加から、配合飼料の需要が増大し、原料であ
るとうもろこしの輸入量が増加したこと等により、前年
度比１ポイント減の13％となった。 

コメントの更新 

→想定問の内容を要約 



国産飼料基盤に 

立脚した畜産の確立 

 
 

 

 
 飼料全体     ２６％      ４０％ 

 

粗飼料        ７８％     １００％ 
 

濃厚飼料     １３％      ２０％ 
生産増加  

○ コントラクター注２、ＴＭＲセンター注３ 

  （支援組織）の育成 
 ・支援組織の法人化や規模の拡大等による経営 

  の高度化を推進 

 

 

 

 
  
 

              

○ 飼料増産の推進     
①水田の有効活用、耕畜連携の推進 

 
 
 
 
 
②草地等の生産性向上の推進 

 
  
 
 
 
 
③放牧の推進 

○ エコフィード注４等の利用拡大 
 ・食品加工残さ、農場残さ等未利用資源 

  の更なる利用拡大 

耕作放棄地放牧 飼料収穫作業 ＴＭＲ調製プラント 

余剰食品の飼料化 焼酎粕の飼料化 

○ 飼料生産技術の向上 
 

・高品質飼料の生産推進  

青刈り 

とうもろこし 

集約放牧 

優良品種の導入 

稲発酵粗飼料専用機械 

注１ 稲発酵粗飼料：稲の実と茎葉を一体的に収穫し発酵させた牛の飼料 注２ コントラクター：飼料作物の収穫作業等の農作業を請け負う組織 

注４ エコフィード：食品残さ等を原料として製造された飼料 注３ TMRセンター：粗飼料と濃厚飼料を組み合わせた牛の飼料（Total Mixed Ration）を製造し農家に供給する施設 

汎用型飼料収穫機 

稲発酵粗飼料※１ 

 ・ 酪農・肉用牛の生産基盤の強化のためには経営コストの４～５割程度を占める飼料費の低減が不可欠。 
 ・ このため、水田や耕作放棄地の有効活用等による飼料生産の増加、食品残さ等未利用資源の利用拡大の推進等の総合

的な自給飼料増産対策により、輸入原料に過度に依存した畜産から国産飼料に立脚した畜産への転換を推進している。 

国産飼料基盤に立脚した生産への転換 

利用拡大 

３７年度 
（目標） 

２９年度 
（概算） 

飼料自給率 
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【輸出関係】 



牛  肉 

平成31年輸出目標  

 

 

 

 

 

 

 

 

畜産物の輸出について 

 牛 肉    ： 250億円（  4,000トン相当）   

 豚 肉    ：   12億円（  1,000トン相当）  

 鶏 肉    ：   35億円（14,000トン相当）  

 鶏 卵    ：   26億円（10,000トン相当）  

 乳製品   ： 140億円   

畜産物の輸出拡大に向けた取組のポイント 

 
  

○ 統一マークの活用等により、日本ブランドを前面に立てた 
 販売戦略 
○ 日本産畜産物の強みを活かす調理技術等の普及 
  

      
 
    
  
 

○ 輸出先国・地域の衛生条件を満たす食肉処理施設の整備を促進 
 
 
 
 
 
  
  

○ 動物検疫協議等の戦略的展開 

日本産畜産物の輸出実績  

〈参考：日本産牛肉の国・地域別輸出実績〉 

・ 平成29年の畜産物の輸出実績は合計で373億円。うち牛肉が最大の192億円となっており、全体の約51%を占める。 

・ 農林水産物の輸出目標（平成31年：１兆円）の達成に向け、平成28年５月にとりまとめられた「農林水産業の輸出力強化 

 戦略」に基づき、関係者が一体となって輸出拡大に取り組む。 

平成28年11月に決定した「農林水産物輸出インフラ

整備プログラム」において、当面の具体的な整備案
件を輸出拠点として提示。 

すき焼き等日本の食文化とセットでバラやモモなど
の多様な部位を売り込む。 

１．市場開拓・需要創出 

２．供給力の強化 

３．輸出先国・地域の多角化 

資料：財務省「貿易統計」 

[分類名], 

[値] 

カンボジア 

 544 トン 米国  

373 トン 

シンガポール 

227 トン 

台湾, 211 トン 

タイ, 157 トン 

ＥＵ, 131 トン 

ラオス, 56 トン 

その他, 215 ト

ン 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

乳製品 

鶏卵 

鶏肉 

豚肉 

牛肉 

（億円） 

118 

193 
212 

104 
91 

113 

176 

235 

294 

191.6 

7.2 

19.8 
10.2 

143.9 

373 

H29年 
輸出量 

(牛肉のみ) 

2,706 
トン 
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牛  肉 

 【輸出可能国・地域】 

   香港、シンガポール、インドネシア、タイ、ベトナム、ＵＡＥ、 

   カタール、米国、カナダ、ＥＵ、ロシア、ブラジル、台湾、 

   マレーシア、豪州、アルゼンチン 等 

 【動物検疫協議中の国・地域】 

   韓国、中国、サウジアラビア 等 

 

 

 

 

 

平成31年輸出目標 250億円（4,000トン相当） 

輸出国・地域別の施設認定状況 （2018年8月現在） 

 和牛の強みを活かす売り方、食べ方を海外に広め、輸出
拡大につなげる 

＜今後の取組＞ 

 高い品質（味・見た目）を活かした販売促進（平成32年度まで
に輸出戦略上の全ての重点国・地域で和牛統一マークの商
標登録を目指す） 

 格付け情報、生産履歴情報の提供による和牛の付加価値化
の後押し（平成29年度以降、7か国語で提供） 

 新たな肉料理市場の創出等を追求（平成28年度以降3年間で
計8か国・地域50人のシェフを日本へ招へい） 

 和牛生産量の維持・拡大（平成37年度までに和牛の飼養頭
数を186万頭まで増頭する計画） 

 効率的な流通対策の確立（平成32年までに米国・ＥＵへの輸
出に対応可能な施設の処理能力を3割以上拡大） 

資料：財務省「貿易統計」 

出典：厚生労働省ＨＰ 

牛肉の輸出について 

日本産牛肉の輸出実績 

日本産牛肉の輸出実績（国・地域別） 

[分類名], 

[値] 

カンボジア 

 544 トン 米国  

373 トン 

シンガポール 

227 トン 

台湾, 211 トン 

タイ, 157 トン 

ＥＵ, 131 トン 

ラオス, 56 トン 

その他, 215 ト

ン 

H29年 
輸出量 

(牛肉のみ) 

2,706 
トン 

対前年比 
（29年） 

金額：141％ 
数量：142％   

対前年同期比 
（30年1-７月） 
金額：137％ 
数量：142％    

※目標値に牛くず肉は含まない 

565  
541  570  

863  
909  1,257  

1,611  
1,909  

2,706 

1,825  

37.7 34.0 34.6 
50.6 

57.7 

81.7 

110.0 

135.5 

191.6 

127.9 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 

（1-7月） 

輸出量（トン） 

輸出額（億円） 

（トン） （億円） 

うち 
牛肉   565 
牛くず肉0.1 

うち 
牛肉 1,251 
牛くず肉  6 

うち 
牛肉    909 
牛くず肉0.1 

うち 
牛肉 1,909 
牛くず肉0.1 

うち 
牛肉 2,706 
牛くず肉0.2 

  米国 ｶﾅﾀﾞ 香港 NZ 
ｵｰｽ
ﾄﾗﾘｱ 

ｱﾙｾﾞ
ﾝﾁﾝ 

EU 
ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙ 

ﾒｷ 
ｼｺ 

ﾌｨﾘ 
ﾋﾟﾝ 

ﾌﾞﾗ 
ｼﾞﾙ 

台湾 
ｲﾝﾄﾞ 
ﾈｼｱ 

ﾏﾚｰ 
ｼｱ 

UAE 
ｶﾀ 
ｰﾙ 

ﾊﾞｰ
ﾚｰﾝ 

ﾏｶｵ タイ 
ミャン
マー 

ﾛｼｱ
等 

ﾍﾞﾄ 
ﾅﾑ 

施設
数 10 8 10 10 6 3 4 13 8 8 4 29 2 2 4 4 4 65 66 51 2 65 
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【その他】 



普及センター 畜産コンサル 

行政 

JA 
畜産農家 

〇畜産クラスター協議会 

畜産クラスター計画 

・収益性向上のための取組内容 

・中心的な経営体やその他の構成員の役割、 

 連携の内容 

・収益性向上の目標   等 

連携！ 
結集！ 

収益性
向上 

飼料メーカー 
機械メーカー 

ヘルパー組合 

TMRセンター 
コントラクター 

乳業・食肉センター 
卸小売業 

事    業 取り組んだ協議会数 

施 設 整 備 ３７６ 

機 械 導 入 ６５６ 

実 証 支 援 １１５ 

※協議会数は重複有り。 

（参考） 事     業 予算額（億円） 

２６補正 
施 設 整 備 ５１ 

機 械 導 入 １５０ 

２７当初 施 設 整 備 ７５ 

２７補正 施 設 整 備 ・ 機 械 導 入  ６１０ 

２８補正 施 設 整 備 ・ 機 械 導 入 ６８５ 

２９補正 施 設 整 備 ・ 機 械 導 入 ６６５ 

合     計 ２,２３６ 

北陸 ２８ 

全国 ８２５ 北海道 １０６ 

東海 ５３ 

東北 １２１ 

近畿 ４１ 

関東 １９１ 

中国・四国 ９８ 

九州 １７１ 

沖縄 １６ 

※ 多くの協議会において、複数の畜種等を 

  対象としているため、合計は左図（全国８２５） 

  と一致しない。 

畜種 協議会数 

酪農 ３９５ 

肉用牛 ４６９ 

養豚 ２４１ 

肉用鶏 ８４ 

採卵鶏 １６４ 

〇協議会が対象としている畜種 

畜産クラスターの支援状況 （H26当初～H29補正） 

・ 畜産農家を始め地域の関係者が連携し、地域の畜産の収益性向上を図る畜産クラスターの取組を推進。 

・ 収益性向上のための実証の取組、中心的な経営体の施設整備や機械導入を支援。 

・ 畜種を問わず、様々な取組が開始されている。 

〇畜産クラスター協議会の設立状況  

（平成29年度 畜産クラスター協議会実態調査より） 
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〇現状と課題 
• 施設が老朽化している上、家族だけでは作業がきつい 
• しかし、後継者もおらず、新たな施設投資・規模拡大もできない 

〇目指す姿 
 

• 協業法人が新たな担い手を受け入れ、経営者が代替りする
ことにより、生産基盤を継承し、発展 

〇現状と課題 
• TMRの活用により飼料生産の手間は省けたが、育成部門の飼養

管理は難しい 
• 他方で他地域からの初妊牛導入は高くつく 

〇目指す姿 
 

• 地域全体で牛群の能力を向上させ、地域の生乳生産量を拡
大 

後継者不在の酪農家と若手が集まって、 
次世代につながる経営集団を形成                               

ＴＭＲセンターが、飼料生産と子牛育成を請け負う 
ことで能力の高い搾乳牛を安価で提供を可能に                                  

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

繁殖管理 

乳質改善  
 代表 

飼料生産 

新たな担い手

の受入れ 

協業法人 

〇畜産クラスター事業の活用・効果 （協議会への配分額：3.2億円） 

• 各自の能力を活かした役割分担により、作業を効率化し、労働
負担を軽減 

• 新規整備した施設を、若手や新たな担い手に継承 

効果   

 
 
 
 
 
 
 
 
  

〇畜産クラスター事業の活用・効果 （協議会への配分額：1.9億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

• 育成に係る労働負担が軽減され、搾乳・規模拡大へ集中 

• 高度な育成牛の飼養管理で高能力の乳牛が安く手に入る 

子牛の預託 

ＴＭＲセンター 

育成預託部門 

酪 

農 

家 

  搾乳牛 

効果   

後継者 
不在A 

 

若手D 
 規模拡大のための

新しい牛舎を整備 
（300頭→470頭） 
 

地域の酪農家が集まって、協業法人を設立 

（北海道 S町） （熊本県 K市） 

 乳用牛育成牛舎を  
 新設（300頭規模） 
 

種付け 

育成牛 

初妊牛 

として返還 

子牛 

ＴＭＲセンターが育成預託事業を開始 

飼料 
生産 
部門 後継者 

不在B 
 

後継者 
不在C 

 
飼料の 

供給 

畜産クラスターの取組事例① 
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〇現状と課題 
• 繁殖農家が多く離農してしまい、地域の飼養頭数が減少 
• 残る繁殖農家も離農者の雌牛を引き受ける余力がない 

〇目指す姿 
• 繁殖農家が地域全体で規模拡大を図り、肥育農家に安定

的に子牛を供給 

〇現状と課題 
• 養豚農家は輸入飼料に依存し、高い配合飼料を購入 
• 未利用等資源を活用したくても、施設やノウハウがない 

〇目指す姿 
• ブランドの確立により、豚肉生産の競争力を強化し、資源循

環型社会を実現させた地域全体の収益向上 

繁殖センターに子牛の育成を集約させ、 
繁殖農家は空きスペースを活用して規模拡大                                   

地域飼料資源を活用して飼料費の低減と 
豚肉の高付加価値化ができるよう養豚農家を支援                                   

 
 
 
 
 
 
 
 
  

〇畜産クラスター事業の活用・効果（協議会への配分額：0.2億円） 

    

• 繁殖農家が母牛の管理に専念 

• また、繁殖農家は空きスペースを活用して、離農農家の繁殖
雌牛を引き受けて、規模拡大 

効果   

 
 

増頭 

繁殖農家 

育成 人工授精 
受精卵移植 

母牛の飼養管理・出産 

育成・繁殖センター 

雌子牛を 

預託 

妊娠牛として 

返還 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

〇畜産クラスター事業の活用・効果（協議会への配分額：1.1億円） 

    

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

農産物農家 
研究機関・

大学等 

未利用等資源の確保 

給与技術の確立 
付加価値を高め 

銘柄豚肉として販売 

養豚農家 

食品小売店 

食品加工業者 

効果   • 食品小売店や研究機関等が連携し、地域の未利用資源を 

  確保し、給与技術を確立 

• 販売会社は、付加価値を高めた銘柄豚肉の販売戦略を構築 

繁殖・育成舎を 
増設・機能強化 
（150頭規模） 

育成・繁殖センターの機能を強化 

繁殖雌牛を 

受け入れ 

（島根県 Ｉ町） （茨城県 Ｕ市） 

豚舎（8,000頭規模） 
飼料保管・調製施設等を
整備 

地域の未利用資源を飼料として活用 

 
 

離農 

農家 

食品販売会社 

畜産クラスターの取組事例② 
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【酪農・畜産】畜舎を整備したい 

● 畜産クラスター事業 29補正【一部基金】：665億円の内数 
 我が国の畜産・酪農の体質強化を集中的に進めるため、地域ぐるみの収益
性向上に向けて、地域の畜産関係者が連携して策定する畜産クラスター計
画に位置付けられた中心的な経営体に対し、畜舎の整備等を支援します。 
 特に、重点的に進めるべき課題に対応するため、 
① 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に位置づけられた「肉用牛・酪農の生産

基盤強化」に向けた「肉用牛・酪農重点化枠」 

② 原料乳のコスト低減や高品質化に向けた取組を支援する「国産チーズ振
興枠」 

③ 中山間地域の特徴を踏まえた畜産・酪農の取組を支援する「中山間地域
優先枠」 

④ 我が国の高品質な畜産物の輸出拡大につながる取組を支援する「輸出
拡大優先枠」 

を設定します。 

 
● 畜産経営体質強化資金対策事業 29補正【基金】 

 畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体又は認定農業者に
対し、畜舎を整備するなど経営発展に向けた投資意欲を後押しするため、既
往負債の償還負担を軽減する長期・低利（当初５年間は無利子）の一括借換
資金を措置します。 
 

● 強い農業づくり交付金 30当初：202億円の内数 
 高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図
る取組に必要な畜舎等の整備を支援します。 

 
 
 

 

● 酪農経営支援総合対策事業 
【ALIC事業】 30年度：44億円の内数 

 後継牛の育成等のための簡易畜舎の整備や後継
者に対し畜舎の増改築資材の共同購入や簡易施設・
装置の導入等を支援します。 

 
 
 

● 肉用牛経営安定対策補完事業 
【ALIC事業】 30年度：35億円の内数 

 繁殖雌牛の増頭に取り組む生産者集団等（生産者
集団、農協、農協連、公社及び一般社団法人等）が、
繁殖雌牛の増頭のための簡易牛舎整備、施設の改
造に必要な資材の支給及び器具機材の導入につい
て支援します。  

 

 
   

【酪農・畜産】 
   簡易畜舎を整備したい 

畜舎整備に活用可能な事業 

補助率：１／２以内 
支援対象者：中心的な経営体 

融資枠：85億円(既存基金を活用) 
基金管理団体：民間団体 

交付率：都道府県へは定額 
（事業実施主体へは事業費の１／２以内等） 

補助率：１／２以内 
事業実施主体：生産者団体等 

補助率：１／２以内 
事業実施主体：都道府県団体、 
          民間団体 

簡易畜舎とは？ 

増頭等のために補助的に使用
する畜舎等 
木造・パイプハウスの場合 

・ 500㎡以下 

鉄骨の場合 

・ 200㎡以下                   等                     
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家畜の増頭・導入に活用可能な事業 

 
● 養豚経営安定対策補完事業 
              【ALIC事業】 30年度：２億円の内数 

・ 生産コストの低減を図るため、肉豚生産者による優良純粋種豚
の導入等を支援します。  

【養豚】優良種豚を導入したい 

補助率：１／２以内（上限有） 
事業実施主体：民間団体等 

● 畜産クラスター事業 29補正【一部基金】：665億円の内数 

・ リース方式の施設整備を行い規模拡大する場合の家畜導入を支
援します。  

【酪農・畜産】 
施設整備と一体で家畜を導入したい 

補助率：１／２以内（上限有） 
支援対象者：中心的な経営体 

【酪農・肉用牛】放牧する繁殖雌牛を導入したい 

● 飼料増産総合対策事業 30当初：10億円の内数 
・ 放牧を活用した地域内一貫生産体制の構築を図るため、繁殖基盤

強化に向けた肉用繁殖雌牛等の導入を支援します。  

補助率：１／２以内（上限有） 事業実施主体：農業者団体等 

● 飼料生産基盤活用促進緊急対策事業 29補正：５億円の内数 
・ 公共牧場自らが肉用子牛の生産や乳用後継牛の供給を行う場合、

必要な家畜の導入を支援します。  補助率：１／２以内(上限有）       
事業実施主体：農業者団体等 

【酪農】乳用牛を増頭・導入したい 

● 酪農経営支援総合対策事業 
             【ALIC事業】 30年度：44億円の内数 

・ 後継者への初妊牛導入を支援します。 
・ 酪農における生産性向上を図るため、牛群検定に加入する都

府県の酪農家による優良乳用牛の導入を支援します。 
・ 地域内で離農する酪農家等からの搾乳牛の継承を支援しま

す。 補助率：定額（後継者への導入５万円／頭、継承等３．２万円／頭、 
         優良乳用牛導入４万円、５万円／頭 ） 
事業実施主体：生産者団体等 

補助率：定額（中核的担い手育成増頭推進 ８万円／頭、10万円／頭 
     遺伝的多様性に配慮した改良基盤確保 ６万円／頭、９万円／頭） 
事業実施主体：都道府県団体、民間団体 

● 肉用牛経営安定対策補完事業 
 【ALIC事業】 30年度：35億円の内数 

 ・ 中核的担い手育成増頭推進 
 地域の中核的担い手又は生産者集団が、優良繁殖雌牛を増頭
した場合に、増頭実績に応じた奨励金を交付します。 

 ・ 遺伝的多様性に配慮した改良基盤確保 
 生産者集団が、遺伝的多様性に配慮した繁殖雌牛を導入し、農
家に貸付を行う取組に対して奨励金を交付します。 

● 畜産生産能力・体制強化推進事業 30年度：6億円の内数 
 ・ 繁殖肥育一貫経営化に向け、交雑種雌牛を借り腹として和牛の

受精卵移植を行うことによる繁殖雌牛確保の取組を支援します。 

【肉用牛】繁殖雌牛を増頭・導入したい 

補助率：定額（交雑種の導入：１５千円／頭） 
     １／２以内（受精卵移植経費：７万円／頭を上限） 
事業実施主体：都道府県団体、民間団体 
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労働負担軽減・省力化に活用可能な事業 

【酪農・肉用牛】ヘルパーを活用したい 

● 酪農経営支援総合対策事業 【ALIC事業】 30年度：44億円の内数 
 学生インターンシップの受入や酪農ヘルパーの研修、資格取得等の人材確
保・育成の取組、傷病時等の利用料金を低減するための互助基金制度及び
広域利用調整や経営改善等のヘルパー利用組合強化の取組を支援します。 

 
 
 

● 肉用牛経営安定対策補完事業 【ＡＬＩＣ事業】 30年度：35億円の内数 
 肉用牛ヘルパー（肉用牛農家が相互に助け合う取組）を推進するため、ヘル
パー組合の組織強化や、肉用牛飼養農家の傷病時や高齢者の飼養管理作
業等のヘルパー活動に対して支援します。 

補助率：１／２以内 
事業実施主体：生産者団体等 

【酪農・肉用牛】飼料生産組織を強化したい 

補助率： １／２以内 事業実施主体：農業者団体等 

● 強い農業づくり交付金 30当初：202億円の内数 
TMRセンター等における国産粗飼料や飼料用米の保管・調製施

設の整備を支援します。   

● 飼料増産総合対策事業  30当初：10億円の内数 
コントラクター、TMRセンターの機能の高度化や良質粗飼料の作

付け・利用拡大の取組、飼料生産技術者の資質向上の取組を支
援します。  

補助率： 定額、１／２以内 事業実施主体：農業者団体等 

● 畜産クラスター事業 29補正【一部基金】：665億円の内数 
 我が国の畜産・酪農の体質強化を集中的に進めるため、地域ぐ
るみの収益性向上に向けて、地域の畜産関係者が連携して策定
する畜産クラスター計画に位置付けられたＴＭＲセンターの整備等
を支援します。 
  

補助率：１／２以内 支援対象者：中心的な経営体 

【酪農・肉用牛】預託施設を活用したい 

● 畜産クラスター事業 29補正【一部基金】 ：665億円の内数 
 我が国の畜産・酪農の体質強化を集中的に進めるため、地域
ぐるみの収益性向上に向けて、地域の畜産関係者が連携して策
定する畜産クラスター計画に位置付けられたＣＳ（キャトルステー
ション）、ＣＢＳ（キャトルブリーディングステーション）の整備等を
支援。 
 

● 酪農経営支援総合対策事業 【ALIC事業】 30年度：44億円の内数 
乳用牛を広域的に預託する取組を支援。 
  

補助率：１／２以内 支援対象者：中心的な経営体 【酪農・肉用牛】公共牧場を強化したい 

補助率：定額、１／２以内 
事業実施主体：地方公共団体、農業者団体等 

【酪農】省力・軽労化のための機器を導入したい 

● 楽酪事業 30当初：30億円の内数  
● 楽酪ＧO事業   【ＡＬＩＣ事業】 30年度：50億円の内数    
  酪農家における労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に資す 

 る機械・装置の導入を支援します。 

 
 

 

補助率：１／２以内 
事業実施主体：民間団体 

● 飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業 29補正：5億円の内数 
  夏期預託から周年預託への転換、地域を越えた広域的な預託等の取組に

対し、施設・機械の整備に支援。  

補助率：定額、１／２以内 等 
事業実施主体：生産者団体等 

補助率：１／２以内 支援対象者：中心的な経営体 
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畜産におけるＧＡＰの取組について 

畜産におけるＧＡＰの推進状況 

・平成29年3月31日にJGAP家畜・畜産物の基準書を公表（団体認証の基準書についても12月25日に公表）。 

・審査認証機関の認定、審査員の養成等認証体制を構築し、平成29年8月21日に農場の認証を開始。 

・平成29年8月31日にＧＡＰ認証取得の準備段階の取組であるＧＡＰ取得チャレンジシステムを運用開始。 

＜ＧＡＰ認証取得等状況＞ （H30.7.3時点） 

畜産における農業生産工程管理（Good  Agricultural  Practice)とは 

要件 要件への適合を示す方法 要件を満たした上で推奨される事項 

①食材の安全 
②環境保全 
③労働安全 
④アニマルウェルフェア 

・JGAP、GLOBALG.A.P.認証 
または 
・GAP取得チャレンジシステムによる確認 

・有機畜産により生産 
・農場ＨＡＣＣＰの下で生産 
・エコフィードを用いて生産 

・放牧畜産実践農場で生産 
・障がい者が主体的に携わって生産 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会持続可能性に配慮した調達コード 
持続可能性に配慮した畜産物の調達基準（概要） 

（参考） 

農業生産活動の持続性を確保するため、 

①食品安全・家畜衛生・環境保全・労働安全・アニマルウェルフェアに関する法令等を遵守する
ための点検項目を定め、②これらの実施、記録、点検、評価を繰り返しつつ生産工程の管理や改

善を行う取組のこと。 

JGAP家畜・畜産物：30経営体（乳用牛3,肉用牛7,養豚17,採卵鶏3）、GAP取得ﾁｬﾚﾝｼﾞｼｽﾃﾑ：13経営体※（乳用牛2,肉用牛3,養豚4,採卵鶏3,肉用鶏1）、         
GLOBALG.A.P.：1経営体（大学1） ※JGAP家畜・畜産物を取得した11経営体を除いた数値 
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○畜産特別資金（大家畜・養豚特別支援資金） 

 負債の償還が困難な経営に対し、経営指導を行うとともに、長期・低利の借換資金を融通。 

・償還期限：【大家畜】・一般：１５年（据置３年）以内 
               特認・経営継承：２５年（据置５年）以内 
        【養 豚】 ・一般：７年（据置３年）以内 

               特認・経営継承：１５年以内（据置５年） 
・金  利：  ０．４０％（平成30年8月20日現在）以内  

・融資枠：  ５００億円（平成30～34年度） 
 

※上記以外に利用できる負債整理資金としては、以下の資金を措置 

 ・農業経営負担軽減支援資金（民間金融機関） 
 ・経営体育成強化資金（公庫資金）  

【固定負債対策】 

 
○スーパーＳ資金 
 経営改善計画の達成に必要な運転資金を融通。 

・貸付対象  ：認定農業者 
・借入方式等：極度借入方式又は証書貸付で利用期間は、原則として計画期間。 

・限 度 額 ：個人2,000万円、法人8,000万円 
・貸付利率  ：変動金利制（１．５％（平成30年8月20日現在）） 
 
○農林漁業セーフティネット資金 

 不慮の災害や社会的・経済的な環境の変化等により資金繰りに支障を来している場合に運転資金
を融通。 

・ 償還期限： １０年以内（据置３年以内） 
・ 金  利：   ０．２５％ （平成30年8月20日現在）  

・ 限度額：【一般】600万円【特認】年間経営費等の3/12以内 
        
○家畜疾病経営維持資金 

 家畜の導入、飼料・営農資材等の購入、雇用労賃の支払い等畜産経営の再開、維持に必要な低利
資金を融通。  

【経営再開資金】 
・貸付対象： 口蹄疫等の発生に伴う家畜の処分等により経営の停止等の影響を受けた者。 

・償還期限：５年（据置２年） 
・貸付利率：０．８５％ （平成30年8月20日現在）  

【経営継続資金】 
・貸付対象： 口蹄疫等の発生に伴う家畜及び畜産物の移動制限等により経営継続が困難となった者。 

・償還期限：３年（据置１年） 
・貸付利率：０．８５％（平成30年8月20日現在）  

【経営維持資金】 
・貸付対象：鳥インフルエンザの発生により、深刻な経済的影響を受けた者。   

・償還期限：３年（据置１年） 
・貸付利率：０．８５％（平成30年8月20日現在）  
※限度額については、資金メニューごとに設定 

【運転資金対策】 
○スーパーＬ資金（農業経営基盤強化資金） 

 家畜の購入・育成費、農業経営用施設・機械等の改良、造成、取得等、農業経営改善計画の
達成に必要な長期資金を融通。 
・貸付対象： 認定農業者 

・償還期限： ２５年以内（据置１０年以内） 
・金   利： 借入期間に応じて０．２５～０．４０％（平成30年8月20日現在）  

  「人・農地プラン」に地域の中心と位置づけられた認定農業者が借り入れる本資金 
  については貸付当初５年間実質無利子 
・限度額：個人３億円(複数部門経営等は6億円)、法人10億円(民間金融機関との協調融資の状況に応じ30億円) 

○経営体育成強化資金 
 家畜の購入・育成費、農業経営用施設・機械等の改良、造成、取得等、経営改善を図るのに
必要な長期運転資金を融通。 

・貸付対象： 農業を営む者 
・償還期限：  ２５年以内（据置３年以内） 
・金   利：  ０．４０％ （平成30年8月20日現在）  

・限 度  額：  個人１．５億円、法人５億円の範囲内で①～③の合計額   
         ①前向き投資資金 負担額の80% 

         ②再建整備資金（制度資金以外の負債整理） 個人１０百万円～２５百万円、 
                                       法人４０百万円 

         ③償還円滑化資金 経営改善計画期間中の５年間（特認の場合10年間）におい 
                      て支払われる既往借入金等の各年の支払額の合計額 
 

○農業近代化資金 

 畜舎、畜産物の生産・加工・流通等に必要な施設整備、家畜の導入・育成に必要な資金を低
利で融通。 

・貸付対象：  農業を営む者、農協、農協連合会 
・償還期限：  資金使途に応じ７～２０年以内（据置２～７年以内） 

・金   利：  ０．４０％ （平成30年8月20日現在）  
・限 度  額：  農業を営む者 個人１８百万円、法人・団体２億円  農協等１５億円 

 
 

【負債対策】 

畜産農家が利用できる主な融資制度について 

【施設等資金対策】 

【体質強化推進対策】 
○畜産経営体質強化支援資金 

 意欲ある畜産農家の経営発展に向けた投資意欲を後押しするため、既往負債の償還負担を軽減
する長期・低利（当初５年間は無利子）の一括借換資金を融通。 
・貸付対象： 畜産クラスター計画における中心的な経営体又は 認定農業者のうち、酪農、肉用牛 

         又は養豚経営を営む者 
・償還期限： 【酪農及び肉用牛】  ２５年以内（据置５年以内） 

         【養豚】１５年以内（据置５年以内） 
・金  利 ： ０．４５％（平成30年8月20日現在）  
・融 資 枠  ： 85億円 
 
※融資以外に「乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業」により、乳用牛又は繁殖牛の計画的な増
頭に必要な家畜の購入・育成資金の借入れについて、都道府県農業信用基金協会の債務保証に係
る保証料を免除。 

子牛価格の高騰の影響を受けた肉
用牛肥育経営を営む者の特例 

 ・限度額は年間経営費等の6/12 

 ・無担保・無保証人化 
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                        畜産・酪農の競争力の強化 

② 自給飼料の生産拡大 

 

 

 

                      
○加工原料乳生産者補給金等                                                    
○飼料生産型酪農経営支援事業〈再掲〉                    
○肉用子牛生産者補給金                       
○肉用牛繁殖経営支援事業                     
○肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン） 
 ※ 平成30年度に限り補塡率９割     
○養豚経営安定対策事業（豚マルキン）                         
○鶏卵生産者経営安定対策事業 
  

 ○飼料増産総合対策事業          （30当初）１０億円（29当初：１０）     
子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料の生産・利用体制の構築、肉用繁殖牛等の放

牧を活用した地域内一貫体制の構築、コントラクター等の機能の高度化、エコフィード
の増産等を支援 

 ○飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業   （29補正）  ５億円（28補正：９） 
 難防除雑草の駆除、高品質な完全混合飼料（ＴＭＲ）の安定供給、公共牧場の機能 
強化を支援 

 ○飼料生産型酪農経営支援事業        （30当初）７０億円（29当初：７０） 
環境負荷軽減に取り組みつつ、飼料の二期作・二毛作等を行う酪農家や、輸入飼料

の使用量を削減又は乳用後継牛を増頭して飼料作付面積を拡大する酪農家を支援 
 ○畜産クラスターを後押しする草地整備の推進<公共>(農業農村整備事業で実施)〈再掲〉  
                                          （29補正）９５億円 
 ○草地関連基盤整備<公共>(農業農村整備事業で実施) （30当初）６９億円（29当初：６２)                                                    
   畜産経営規模の拡大や畜産主産地の形成に資する飼料生産の基盤整備等を推進 

新たな国際環境の下においても再生産可能となるよう、更なる畜産・酪農の競争力強化を図るため、平成29年11月に改訂された「総合的なTPP等関連政策大
綱」及び平成28年11月に策定した「農業競争力強化プログラム」等を踏まえ、①収益力強化や生産基盤の維持・拡大、国産畜産物の需要拡大による畜産・酪農
の体質強化、②輸入飼料依存から脱却するための自給飼料の生産拡大、③経営安定のためのセーフティネットの３つの柱を重点的に実施。 

 
 国産飼料の一層の増産と着実な利用の拡大により、飼料自給率の向上を図り、飼料生産基盤に立脚し

た力強い畜産経営を確立する。 

 

③ 畜産・酪農経営安定対策の実施 

※ 総額には、上記のほか、畜産に関係する事業計２５億円が含まれる。 

 
 畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援し、意欲ある生産者が経営の継続・発展に取り組

める環境を整備。 

 

           

   （所要額）     ３６３（３７０）億円             
                ７０（７０）億円 

   （所要額）     １９９（１９９）億円 

   （所要額）     １７６（１７６）億円 

   （所要額）     ９７７（８６９）億円 

 

   （所要額）     １００（１００）億円 

                ４９（４９）億円 

＜再掲を除いた合計額＞１，８６４億円（１，７６３）億円 

○肉用牛肥育経営維持安定緊急対応業務出資金（融資枠）１６億円※既存出資金を活用      
肉用子牛価格の高騰により経営の維持安定が困難な肉用牛肥育農家に対する資金の円滑な

融通を引き続き支援 

2,835億円（28補正：838億円、 29当初：1,997億円） 

＋100億円  2,935億円（29補正：862億円、 30当初：2,074億円） 

○農畜産物輸出拡大施設整備事業 （29補正）１００億円の内数(28補正：１００億円の内数) 
国産畜産物の輸出促進の取組に必要となる輸出対応産地基幹施設等の整備を支援  

○畜産物輸出特別支援事業    （29補正）２０億円の内数 （28補正：３０億円の内数） 
国産畜産物の強み（味、安全性等）のＰＲやこれを活かす食べ方を伝えるための取組等を支援 

○畜産ＧＡＰ拡大推進加速化          （30当初）２億円 （29当初：－）  
  日本版畜産ＧＡＰの普及・推進体制の強化を図るための指導員等の育成、ＧＡＰ認証取得、ＧＡＰ
認証取得の準備段階との取組となる「ＧＡＰ取得チャレンジシステム」を普及する取組等を支援 

 

○国産チーズの競争力強化対策  （29補正）１５０億円 
（畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の国産チーズ振興枠 ９０億円を含む） 

酪農家によるチーズ向け生乳の高品質化・コスト低減に向けた取組、チーズ工房等による生産性向
上と技術研修、国際コンテストへの参加等の品質向上・ブランド化に向けた取組等を支援 

○酪農経営体生産性向上緊急対策事業     （30当初）３０億円 （29当初：６０）  
酪農家の労働負担軽減・省力化に資する協業化への取組や機器の導入等を支援（この他、ＡＬＩＣ

事業において、省力化機械装置の導入と一体的な施設の整備を支援する対策を新設（50億円）） 

○畜産生産能力・体制強化推進事業        （30当初）５億円  （29当初：４）  
繁殖基盤の強化を図るため、肉用牛の繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産を推進するとともに、生

産基盤強化に向けた肉用牛・乳用牛・豚に係る家畜改良等を支援 

○畜産・酪農生産力強化対策事業        （29補正）１０億円 （28補正：１６） 
和牛受精卵・性判別精液の活用、ＩＣＴ等の新技術を活用した繁殖性の向上、種豚の生産性向上の

ための機器導入等を支援 
 

畜産・酪農の生産力強化 

畜産・酪農の収益力強化 

 収益力強化や生産基盤の維持・拡大のため、高収益畜産への転換、ＩＣＴ等を活用した生産性向
上、国産畜産物の需要拡大等の対策を進めることにより、畜産・酪農の体質強化を図る。 

国産畜産物の需要拡大 

○畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業  （29補正）６６５億円（28補正：６８５） 
                      うち国産チーズ振興枠 ９０億円 

畜産クラスター計画を策定した地域の収益性向上等に必要な機械の導入、施設整備等を支援すると
ともに、家畜の効果的な増頭・増産の取組に対する重点化枠、中山間地域での所得向上・輸出拡大を
支援する優先化枠及び国産チーズ原料乳の低コスト・高品質化の取組を支援する振興枠を設定 

○畜産クラスターを後押しする草地整備の推進 <公共>(農業農村整備事業で実施)   
                      （29補正） ９５億円（28補正：９４）             

畜産クラスター計画を策定した地域において、地域ぐるみの効率的な飼料生産を一層推進するため、
大型機械化体系に対応した草地整備を推進 

○畜産経営体質強化資金対策事業       （融資枠）１３０億円 ※既存基金を活用 
意欲ある畜産農家の経営発展を後押しする長期・低利の一括借換資金を融通するとともに、乳用牛

及び繁殖牛の計画的な増頭のための債務保証料を免除 

○加工施設再編等緊急対策事業    （29補正）２５億円の内数（28補正：１０億円の内数） 
畜産物の生産段階以降のコスト縮減等のため、食肉処理施設の再編合理化による施設整備、乳業工

場における製造ラインの転換等を支援 

① 畜産・酪農の体質強化 

畜産に関係する事業 
・外食産業等と連携した需要拡大対策 
・飼料穀物備蓄対策事業 
・国産牛乳乳製品需要・消費拡大対策 
・加工原料乳生産者経営安定対策事業の継続 
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○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進 
  省力化機械の整備等による生産コストの削減や品質向上など収益力・生産基盤を強化する
ことにより、畜産・酪農の国際競争力の強化を図る。国産チーズ等の競争力を高めるとと
もにその需要を確保し、将来にわたって安定的に国産チーズ等の生産に取り組めるように
する。原料面で原料乳の低コスト・高品質化の取組の強化、製造面でコストの低減と品質
向上・ブランド化等を推進する。 

 
○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓 
  米・牛肉・豚肉・鶏肉・鶏卵・乳製品・青果物・茶・林産物・水産物など重点品目のほぼ全てで輸
出先国の関税が撤廃される中、高品質な我が国農林水産物の一層の輸出拡大、更なる輸出阻害
要因の解消、輸出条件の改善及び国内の環境整備を通じた輸出環境の整備、６次産業化・地産
地消による地域の収益力強化等により、強い農林水産業の構築を推進する。 
 

Ⅱ,ＴＰＰ等関連政策の目標 
３，分野別施策展開、(１)農林水産業 

 

 

 

                          総合的なTPP等関連政策大綱(畜産関係抜粋) 平成29年11月24日ＴＰＰ等総合対策本部決定  

 
Ⅳ,政策大綱実現に向けた主要施策 

３，分野別施策展開、（１）農林水産業 
 

  農林水産関係での新市場開拓を推進するとともに、重要品目の再生産が可能となるよう、強
い農林水産業をつくりあげるため万全の施策を講ずる。特に、本政策大綱策定以降、各種の体
質強化策がとられてきたが、引き続き実績の検証等を踏まえた所要の見直しを行った上で、必
要な施策を実施する。  

②経営安定・安定供給のための備え 

①強い農林水産業の構築(体質強化対策) 

○牛肉・豚肉、乳製品  
  国産の牛肉・豚肉、乳製品の安定供給を図るため、畜産・酪農の経営安定対策を以下の とお
り充実する。  
・  法制化した事業（肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）及び養豚経営安定対策 
 事業（豚マルキン））について、補填率を引き上げるとともに（８割→９割）、豚マルキンの国庫負 
 担水準を引き上げる（国１：生産者１→国 ３：生産者１）。  
・  肉用子牛保証基準価格を現在の経営の実情に即したものに見直す。  
・  生クリーム等の液状乳製品を加工原料乳生産者補給金制度の対象に追加し、補給金単価 
 を一本化した（※）上で、当該単価を将来的な経済状況の変化を踏まえ適切に見直す。  
 ※ 平成２９年度から、協定発効に先立って実施。 

①強い農林水産業の構築(体質強化対策) 

○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進  
（畜産クラスター事業の拡充、これを後押しする草地の大区画化、和牛  
  の生産拡大、生乳供給力の向上、豚の生産能力の向上、畜産物のブラ 
  ンド化等の高付加価値化、自給飼料の一層の生産拡大・高品質化、 
  畜産農家の既往負債の軽減対策、家畜防疫体制の強化、食肉処理 
  施設・乳業工場の再編整備、チーズ向け生乳の新たな品質向上促進 
  特別対策及び生産性向上対策・生産性拡大対策、製造設備の生産 
  性向上、技術研修、国際コンテストへの参加支援、乳製品の国内外 
  での消費拡大対策） 
  
○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓  
 （米・牛肉・豚肉・鶏肉・鶏卵・乳製品・青果物・茶・林産物・水産物などの 
   重点品目毎の輸出促進対策、戦略的な動植物検疫協議等による輸 
    出環境の整備、日本発の食品安全管理規格等の策定、産地と外食 
    ・中食等が連携した新商品開発、訪日外国人旅行者への地域農林 
    水産物の販売促進）  

②経営安定・安定供給のための備え 

主要施策はⅡに記載されているとおり  
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 関税削減等に対する農業者の懸念と不安を払拭し、ＴＰＰ又は日ＥＵ・ＥＰＡ発効
後の経営安定に万全を期すため、生産コスト削減や収益性向上への意欲を持続させる
ことに配慮しつつ、協定発効に合わせて経営安定対策の充実等の措置を講ずる。  


